


豊橋市小口事業資金融資制度要綱の一部を改正する要綱

豊橋市小口事業資金融資制度要綱の一部を次のように改正する。

	改正後
	改正前

	（通常資金の融資条件）
	（通常資金の融資条件）

	第１１条　通常資金の融資条件は、次のとおりとする。
	第１１条　通常資金の融資条件は、次のとおりとする。

	（1） （略）

（２）期間及び利率
運転資金　３年以内 年１．８パーセント
５年以内 年１．９パーセント
７年以内 年２．０パーセント
設備資金
３年以内　年１．８パーセント
５年以内　年１．９パーセント
７年以内　年２．０パーセント
１０年以内　年２．１パーセント

	（1） （略）

（２）期間及び利率
運転資金  ３年以内  年１．４パーセント
５年以内　年１．５パーセント
７年以内　年１．６パーセント
設備資金
３年以内　年１．４パーセント
５年以内　年１．５パーセント
７年以内　年１．６パーセント
１０年以内　年１．７パーセント


	（３）～（７）　（略）
	（３）～（７）　（略）

	（災害復旧支援資金の融資条件）
	（災害復旧支援資金の融資条件）

	第１４条　災害復旧支援資金の融資条件は、次のとおりとする。
	第１４条　災害復旧支援資金の融資条件は、次のとおりとする。

	（1） （略）

(２)　期間及び利率
運転資金　３年以内　年１．６パーセント
５年以内　年１．７パーセント
７年以内　年１．８パーセント

	（1） （略）

(２)　期間及び利率
運転資金　３年以内　年１．３パーセント
５年以内　年１．４パーセント
７年以内　年１．５パーセント


	（３）～（７）　（略）
	（３）～（７）　（略）


附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
（経過措置）
２　改正後の豊橋市小口事業資金融資制度要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）が受付したものについて適用し、同日前に協会が受付したものについては、なお従前の例による。


豊橋市経営安定資金融資制度要綱の一部を改正する要綱
　
	改正後
	改正前

	（融資条件）
	（融資条件）

	第９条　安定資金の融資条件は、次のとおりとする。
	第９条　安定資金の融資条件は、次のとおりとする。

	（1） （略）

（2） 期間及び利率　
３年以内 年１．６パーセント
５年以内 年１．７パーセント
７年以内 年１．８パーセント

　（３）　（略）
	（1） （略）

　（２）　期間及び利率　
３年以内 年１．３パーセント
５年以内 年１．４パーセント
７年以内 年１．５パーセント

（３）　（略）


豊橋市経営安定資金融資制度要綱の一部を次のように改正する。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
（経過措置）
２　改正後の豊橋市経営安定資金融資制度要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）が受付したものについて適用し、同日前に協会が受付したものについては、なお従前の例による。



豊橋市中心市街地商業活性化資金融資制度要綱の一部を改正する要綱

豊橋市中心市街地商業活性化資金融資制度要綱の一部を次のように改正する。

	改正後
	改正前

	（融資条件）
	（融資条件）

	第９条　活性化資金の融資条件は、次のとおりとする。
	第９条　活性化資金の融資条件は、次のとおりとする。

	(１)　(略)
(２)　期間及び利率　
運転資金　３年以内　年１．６パーセント
５年以内　年１．７パーセント
７年以内　年１．８パーセント
設備資金　３年以内　年１．６パーセント
５年以内　年１．７パーセント
７年以内　年１．８パーセント
１０年以内　年１．９パーセント

	(１) (略)
（２）期間及び利率
運転資金　３年以内　年１．３パーセント
５年以内　年１．４パーセント
７年以内　年１．５パーセント
設備資金　３年以内　年１．３パーセント
５年以内　年１．４パーセント
７年以内　年１．５パーセント
１０年以内　年１．６パーセント


	（３）～（７）　（略）
	（３）～（７）　（略）


附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
　（経過措置）
２　改正後の豊橋市中心市街地商業活性化資金融資制度要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）が受付したものについて適用し、同日前に協会が受付したものについては、なお従前の例による。


  豊橋市創業支援資金融資制度要綱の一部を改正する要綱

豊橋市創業支援資金融資制度要綱の一部を次のように改正する。

	改正後
	改正前

	（融資対象者）
	（融資対象者）

	第７条　創業支援資金の融資対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。
	第７条　創業支援資金の融資対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

	（１）ア創業（ア）～（カ）　（略）
	（１）ア創業（ア）～（カ）　（略）

	
(キ)　産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第２条第34項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに事業を開始する具体的計画を有するもの。


(ク)　産業競争力強化法第２条第34項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに会社を設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始する具体的計画を有するもの。



（ケ） （略）

イ　経営者保証免除（ア）～（オ） （略）

(カ) 産業競争力強化法第２条第34項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに会社を設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始する具体的計画を有するもの
	
(キ)　産業競争力強化法（平成25年法律第　98号）第128条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第33項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに事業を開始する具体的計画を有するもの。

(ク)　産業競争力強化法第128条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第33項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに会社を設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始する具体的計画を有するもの。

（ケ） （略）

イ　経営者保証免除（ア）～（オ） （略）

(カ)　産業競争力強化法第128条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第33項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの市長の証明を受けた事業を営んでいない個人であって、６か月以内に新たに会社を設立し、当該新たに設立された会社が事業を開始する具体的計画を有するもの。

	（融資条件）
	（融資条件）

	第９条　創業支援資金の融資条件は、次のとおりとする。
	第９条　創業支援資金の融資条件は、次のとおりとする。

	（1） 　（略）

（2） 期間及び利率
運転資金　３年以内  年１．３パーセント
５年以内　年１．４パーセント
７年以内　年１．５パーセント
設備資金　３年以内  年１．３パーセント
５年以内　年１．４パーセント
７年以内　年１．５パーセント
１０年以内　年１．６パーセント
（３）～（７）　（略）
	（１）　（略）

（２）期間及び利率
運転資金　３年以内  年０．９パーセント
５年以内　年１．０パーセント
７年以内　年１．１パーセント
設備資金　３年以内  年０．９パーセント
５年以内　年１．０パーセント
７年以内　年１．１パーセント
１０年以内　年１．２パーセント
（３）～（７）　（略）


附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、令和８年１０月１日から施行する。
　（経過措置）
２　改正後の豊橋市創業支援資金融資制度要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に愛知県信用保証協会（以下「協会」という。）が受付したものについて適用し、同日前に協会が受付したものについては、なお従前の例による。





